
 

  入 札 公 告（建設工事） 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和６年１２月１３日 

国立研究開発法人        

国立精神・神経医療研究センター 

理事長  中込 和幸     

 

１ 工事概要 

（１） 工 事 名 研究所２号館 LAN 等整備工事 

（２）工事場所 東京都小平市小川東町４－１－１ 

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター 

（３）工事内容 研究所２号館LAN等整備工事一式 

（４）工  期 契約締結日の翌日から令和７年３月３１日まで 

（５）本工事は、「建築工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成１２年法律第１０４号）に基

づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた工事である。 

（６）週休２日促進工事 

本案件は、受注者が工事着手前に発注者に対して週休２日に取り組む旨を協議した上で工事を実施

する週休２日促進工事である。 

 

２ 競争参加資格 

（１）国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター契約事務取扱細則第６条及び７条に規定され

る次の事項に該当する者は、競争に参加することができない。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、

第６条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）令和５年・６年度の資格審査結果通知書（厚生労働省競争参加資格）において工種「電気工事」

のうちＡ又はＢの等級に格付けされ、関東甲信越地域の競争資格を有する者。（会社更生法に基づき

更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされてい

る者については、手続開始の決定後、大臣官房会計課長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格

の再認定を受けていること。） 

（３）会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開

始の申立てをした者でないこと。（(２)の再認定を受けた者を除く。）でないこと。また、(２)の再

認定を受けた者にあっては、当該再認定の際に厚生労働省における「電気工事」において「Ａ又はＢ

等級」に属していること。 

（４）工事実績について、平成２１年度以降に元請として完成引渡しが完了した次に掲げる工事の実績

を有すること（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。ま

た、施工実績は施工中のものを除く。） 

なお、当該施工実績が厚生労働省及び他省庁が発注した工事のうち５００万円を超える請負工事に



係る施工実績にあっては、「工事成績評定表」の評定点合計が６５点未満のものを除くこと。 

〇同種工事 研究所で１，０００㎡以上の電気設備工事の実績を有すること。 

〇類似工事 病院（検査部門又は手術部門含む）で１，０００㎡以上の電気設備工事の実績を有する

こと。 

(５) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に専任で配置できること。 

（ア）『一級電気工事施工管理技士』の資格を有する者であること。 

（イ）平成２１年度以降に、上記（４）に掲げる完成・引渡しが完了した工事の経験を有する者である

こと。なお、当該経験が厚生労働省及び他省庁が発注した工事のうち５００万円を超える請負工事に

あっては、「工事成績評定表」の評定点合計が６５点未満のものを除くこと。 

（ウ）監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者又はこれに準

ずる者であること。 

なお、主任技術者又は監理技術者を専任で配置する場合においては、以下の期間は工事現場への専

任を要しない。 

・請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事

等が開始されるまでの期間）については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任は要しな

い。なお、現場施工に着手する日については、請負契約の締結後、監督職員との打合せにおいて定め

る。 

・工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続、後片付

け等のみが残っている期間については、主任技術者又は監理技術者の工事現場への専任を要しない。

なお、検査が終了した日は、発注者が工事の完成を確認した旨、受注者に通知した日（例：「完成検

査確認通知書」等における日付）とする。 

（６）競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資料」

という。）の提出期限の日から開札の時までの期間に国立研究開発法人国立精神・神経医療研究セン

ター契約指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けていないこと。 

(７) 上記１に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関

連がある建設業者でないこと。（設計業務等の受託者は入札説明書参照） 

(８) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（資本関係又は人的関係があ

る者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く）。（入札説明書参照） 

（９）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、厚生

労働省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

（１０）過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。 

（１１）社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）、船員保険、国民

年金保険、労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）に加入し、直近２年間に支払うべく該当する

制度の保険料の滞納がないこと。なお、労働者災害補償保険及び雇用保険については、直近２保険年

度において滞納がないこと。 

（１２）東京、千葉、神奈川、埼玉県内に「電気工事」に係る許可を受けた本店、支店その他の営業所

等が所在すること。 

（１３）現場説明会は行わない。 

現地調査を希望する応札者は令和６年１２月１８日９時００分から令和６年１２月２７日１７時０



０分までに現地調査を行える。なお、申し入れは、３（１）に記載の担当部署に、現地調査希望日の

３日前までとする。（但し土曜日、日曜日及び祝祭日を除く毎日９時００分から１２時００分、１３

時００分から１７時００分まで） 

(１４) 国土交通省の定める「建設業における新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン」を遵守で

きること。また、院内感染予防対策について当センターの指示等により具体的対策を講じて施行実施

ができること。 

（１５）厚生労働省または厚生労働省所管法人から過去1年以内に業務等に関して指名停止を受けていな

いこと。 

 

３ 入札及び契約条項を示す場所等 

（１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先は、次のとおり

とする。 

〒１８７－８５５１ 東京都小平市小川東町４－１－１ 

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター 

財務経理部 財務経理課 第一契約係長 浅原 

ＴＥＬ ：０４２－３４１－２７１２(内線２１２５) 

ＭＡＩＬ：s-asahara@ncnp.go.jp  

（２）入札説明書の交付期間 

令和６年１２月１３日（月） ８時３０分 

令和７年 １月１０日（金）１７時１５分 

ただし、１２時００分から１３時００分及び土・日・祝祭日を除く。 

なお、設計図書の入手方法等は、入札説明書に定める方法により入手すること。 

（３）入札書類の交付方法 

３.（１）にある担当者へメールにて入札資料の交付を依頼する。 

（４）競争参加資格確認関係書類の提出期限及び場所 

令和７年１月１０日（月）１７時１５分 

３.（１）に示す場所に持参又は郵送すること。（資料の作成にかかる費用は提出者の負担とし、

提出された資料は、競争参加資格の確認以外に無断で使用する事はできない。また、提出された資

料は返却されない。） 

（５）入札書の受領期限 

令和７年２月１０日（月）１７時００分 

郵送の場合は期限までに必着とする。 

（６）開札の日時及び場所 

令和７年２月１３日（木）１４時００分 

国立精神・神経医療研究センター 中央館２階第１会議室 

 

４ その他 

（１）入札保証金及び契約保証金 



入札保証金は免除する。契約保証金は、公共工事履行保証証券による保証を付するものとする。保

証金額は請負代金相当額の１０分の３以上とする。 

（２）契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨とする。 

（３）入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、資料に虚偽の記栽をした者のした入札及び入札

に関する条件に違反した入札は無効とする。 

（４）契約書作成の要否  要 

（５）契約者の決定方法 

本公告及び入札説明書に従い、書類・資料を添付した入札書を提出した入札者であって、本入札公

告及び入札説明書の競争参加資格及び仕様書の要求、要件を全て満たし、当該入札者の入札書が国立

研究開発法人国立精神・神経医療研究センター契約事務取扱細則第３７及び第３８条の規定に基づい

て作成された予定価格の制限範囲内であり、かつ、最低価格をもって入札を行った者を契約の相手方

とする。契約の相手方決定したときは、直ちにその者と交渉し、契約価格を決定するものとする。 

（６）その他 

詳細は、入札説明書による。 


